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生活交通確保維持改善計画（地域内フィーダー系統確保維持計画を含む） 

 

令和３年６月  日 

          犬山市地域公共交通会議          

生活交通確保維持改善計画の名称 

犬山市地域内フィーダー系統確保維持計画 

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

【目的】 

 主に犬山市の東部に広がる丘陵地において多く存在する交通不便地域へ、コミュニティ

バスをはじめとした地域公共交通を維持継続することにより、高齢者などの交通弱者の移

動手段が確保され、医療機関や商業施設等への外出機会が増加することにより、豊かな市

民生活の維持向上を図ることを目的とする。 

 

【必要性】 

過疎化の進行や自動車の普及・マイカーの定着等により、民間路線バス等の利用者が大

きく減少し、民間路線バスは事業の撤退をせざるを得なくなった。 

その結果、特に犬山市の東部に広がる丘陵地においては、公共交通不便地域が多く発生

することとなった。さらに、昭和40年代に造成された大型団地も市の東部に点在し、鉄道

沿線の地域（市中心部、西部及び南部）と比べ、高齢化率が高い地区が密集している。 

主要な公共施設や市街地、通院や買い物など生活に不可欠な場所への移動手段の確保の

ため、コミュニティバスの運行は必要である。 

 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

①市内全駅での 1日当たりの鉄道利用者（乗降人員）数：29,000 人の維持 

②コミュニティバス年間利用者数：各事業年度の目標人数の維持  

（補助金対象外の路線含む計 8 路線） 

補助対象路線名 令和 4年度事業 

目標（人） 
令和 5年度事業 

目標（人） 
令和 6年度事業 

目標（人） 
参考：実績（人） 

R1.10～R2.9 

栗栖・富岡線 11,520 12,650 13,860 12,890 

上野線 12,870 14,080 15,400 14,321 

今井・前原線 17,910 19,690 21,560 19,944 

楽田東部線 5,130 5,610 6,160 5,759 

善師野・塔野地線 13,590 14,850 16,280 15,184 

内田線 8,370 9,130 10,010 9,313 

補助対象外路線名 

楽田西部線 6,840 7,480 8,140 7,649 

入鹿・羽黒線 15,660 17,160 18,810 17,487 

合計 91,890 100,650 110,220 102,547 

・目標の期間： 10 月 1 日から 9月 30 日まで 

・目標人数の根拠：令和 4年度事業 R1.10～R2.9 実績(100 人未満切捨て)×0.9 

令和 5年度事業 令和 4 年度事業×1.1 

令和 6年度事業 令和 5 年度事業×1.1 

 

 ＜参考＞岐阜バス年間利用者数 

   ※補助対象外路線のため、目標は定めていないが、過去３年の実績人数を記載する。 

 平成30年度(人) 令和元年度（人） 令和 2年度（人） 

明治村線 210,602 193,265 126,572 

       

資料１―１ 
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（２）事業の効果 

地域公共交通を維持継続することにより、高齢者などの交通弱者の移動手段が確保され、

医療機関や商業施設等への外出機会が増加し、豊かな市民生活の維持向上に繋がる。 

 

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

①犬山市が主体となり、高齢者運転免許証自主返納者に対する支援（コミュニティバス

回数券の配布）の継続実施や、コミュニティバスの PR を推進する。 

 

②犬山市が主体となり、高齢者の集まる会合などの機会に併せ、コミュニティバスの PR

をすることにより、新規利用者の開拓を図る。 

 

③コミュニティバス利用者の利便性向上のため、キャッシュレス決済を導入する。 

 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運行予定者 

 表 1 のとおり 

 

（1）補助対象となるフィーダー系統 

路線 区間 運行日 

栗栖・富岡線 栗栖北～犬山駅東口～総合犬山中央病院 

月～金 

（祝日含む） 

上野線 上野南～犬山駅西口～総合犬山中央病院 

今井・前原線 四ッ家～市民健康館～犬山駅東口 

善師野・塔野地線 善師野台北～市民健康館～犬山駅東口 

楽田東部線 つつじヶ丘団地～楽田駅東～総合犬山中央病院 

内田線 犬山駅西口～城前広場～犬山市体育館 

 （ただし、12 月 29 日～1月 4日は運休） 

 

（2）路線図及び時刻表  別添「犬山市コミュニティバス時刻表・路線図」参照 

 

（3）運行事業者 あおい交通株式会社 

 

（4）運行事業者の決定方法 

 平成 30 年 9 月 21 日（金）、5社による指名競争入札により、あおい交通株式会社に決定。 

あおい交通株式会社は、平成 19 年 1 月より犬山市のコミュニティバス運行を担い、常に安全 

な運行とサービス向上に努めており、また、犬山市の路線、停留所付近の地形や交通状況に熟

知している。さらに、犬山市に隣接する小牧市に営業所を、大口町に路線バス車庫を有してお

り、運行管理体制が十分整備されている。 

 

（5）運行事業者を選定した経緯 

一般乗合旅客自動車運送事業の資格を有し、また、緊急時に対応するために、市内又は隣接

する市町に路線バス車庫を有していることを条件とした。さらに、運行の安定性、継続性を確

保するために、現在、路線バスの運行を行っている事業者を選定することとした。 

それらの条件に合致した事業者は、入札参加者名簿に登録された事業者の中には 3 社しかな

いため、入札参加者名簿には登録されていないが、条件に該当している 2社を加え、5社で指名

競争入札を行った。 
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５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の負担者 

犬山市 

６．補助金の交付を受けようとする補助対象事業者の名称 

 あおい交通株式会社 

７．補助を受けようとする手続きに係る利用状況等の継続的な測定方法 

 【活性化法法定協議会を補助対象事業者とする場合のみ】 

該当なし 

８．別表１の補助対象事業の基準二ただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

該当なし 

９．別表１の補助対象事業の基準ハに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

該当なし 

10．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期 

及びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

該当なし 

11．外客来訪促進計画との整合性 

【外客来訪促進計画が策定されている場合のみ】 

 該当なし 

12．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

 表 5 のとおり 

犬山市交通不便地区人口：3,523 人 

13．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

平成 30 年 11 月まで犬山市コミュニティバスは車両 5 台体制で運行を行っていたが、道

路幅が狭く、運行できない地域も存在していた。そのような地域にも対応するため、平成

30 年 11 月に小型の車両を 3台購入した。 

（平成 31 年度事業より車両減価償却費等国庫補助金の計画を継続申請中） 

14．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

 年間利用者数 91,890 人の維持 
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（２）事業の効果 

購入した車両と既存車両と合わせて、8台体制とし、曜日運行から平日毎日運行（祝日含

む）に変更したことで、利用者のニーズに応え、外出促進を図る。8 台のうち 3 台について

は小型車両を購入し、従来の車両では通行できなかった狭隘なエリアにも対応することで、

交通弱者の移動手段を確保する。 

15．車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する

費用の負担者【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助

金を受けようとする場合のみ】 

平成 30 年 11 月に 3 台の車両を購入した。 

（平成 31 年度事業より車両減価償却費等国庫補助金の計画を継続申請中） 

車両購入費用の負担者は犬山市であり、運行事業者が車両の利用者となる。 

16．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 該当なし 

17．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 該当なし 

18．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

 該当なし 

（２）事業の効果 

 該当なし 

19．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 
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20．協議会の開催状況と主な議論 

 

■平成 29 年犬山市地域公共交通会議の開催概要 

地域公共交通会議 議事内容 

第 1回 平成 29 年 

6 月 6 日（火） 

 

・犬山市生活交通確保維持改善計画（案）について協議 

・平成 30 年度再編（案）について協議 

・コミュバス無料乗車実施について 

・第三者評価結果（要約版）について 

・その他 

第 2回 平成 29 年 

8 月 14 日（月） 

・平成 30 年度再編（案）についての協議 

・その他 

第 3回 平成 29 年 

10 月 2 日（月） 

・平成 30 年度再編（案）についての協議 

・コミュニティバス乗車推進事業について 

・コミュニティバス利用促進事業について 

・その他 

第 4回 平成 29 年 

11 月 24 日（金） 

・平成 30 年度再編（案）についての協議 

・平成 30 年度 GW の対応についての協議 

・コミュニティバス乗車推進事業について 

・コミュニティバス利用促進事業について 

・その他 

第 5回 平成 29 年 

12 月 26 日（火） 
・平成 29 年度地域公共交通確保維持改善事業に関する自己評価に 

ついての協議 

・平成 29 年 10 月までの実績について 

・期間限定乗合バス運行について 

第 6回 平成 30 年 

2 月 26 日（月） 
・平成 30 年度コミュニティバス再編（ルート案）についての協議 

・名鉄犬山ホテルへのバス路線の延伸について 

・子ども未来園の園交流等における職員の運賃について 

第 7回 平成 30 年 

3 月 27 日（火） ・平成 30 年度再編（ダイヤ案）について 

 

 

 
■平成 30 年犬山市地域公共交通会議の開催概要 

地域公共交通会議 議事内容 

第 1回 平成 30 年 

6 月 25 日（月） 

・平成 30 年度再編（案）についての協議 

・平成 31 年度地域公共交通確保維持改善事業費に係る生活交通確 

 保維持改善計画についての協議 

・その他報告事項 

第 2回 平成 30 年 

7 月 23 日（月） 

・平成 30 年度コミュニティバス再編に係る再協議 

  ⇒7 台 7路線による運行から、8台 8路線による運行へ変更 

・生活交通確保維持改善計画変更（案）についての協議 

・その他報告事項 

 

 

 

 



 

6 

 

 

■平成 30 年犬山市地域公共交通会議の開催概要（つづき） 

地域公共交通会議 議事内容 

第 3回 平成 30 年 

10 月 29 日（月） 

 

・平成 30 年度再編に係る運行事業者の決定について 

・路線図兼時刻表について 

・バス停留所・バス待合所について 

・運行車両について 

・広告事業について 

・その他 

第 4回 平成 30 年 

12 月 26 日（水） 

・地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持 

改善計画に基づく事業）について協議 

・行楽シーズン・祭礼等におけるコミュニティバス運行について 

の協議 

・新運行の状況報告について 

・新型車両お披露目会について 

第 5回 平成 31 年 

3 月 19 日（火） 

・天皇陛下の御退位及び皇太子殿下の御即位に伴う犬山市コミュ 

ニティバス無料乗車について 

・新運行の状況報告 

・杉ノ山バス停移設について 

・第三者評価委員会結果（速報） 

・コミュニティバス小中学生無料乗車事業について 

・選挙（期日前投票）期間中における無料乗車について 

 

 

 
■ 令和元年度犬山市地域公共交通会議の開催概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域公共交通会議 議事内容 

平成 31 年 4 月 ・栗栖・富岡線における路線の変更について（書面審議） 

第 1回 令和元年 

6 月 24 日（月） 

・令和 2年度地域公共交通確保維持改善事業費に係る生活交通確保 

 維持改善計画について（協議） 

・明治村線、リトルワールド・モンキーパーク線の一部路線廃止につ

いて（協議） 

・その他報告事項 

第 2回 令和元年 

12 月 20 日（金） 

・令和元年度事業における地域公共交通下記保維持改善に関する自己

評価について（協議） 

・犬山市コミュニティバス路線変更について（協議） 

・犬山市コミュニティバス満員時の対応について（協議） 

・犬山市コミュニティバス「パス券」の販売について（協議） 

・その他報告事項 

令和 2年 3月 ・今井・前原線における路線の変更について（書面審議） 
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■ 令和 2年度犬山市地域公共交通会議の開催概要 

 

 
■ 令和 3年度犬山市地域公共交通会議の開催概要 

 

 

地域公共交通会議 議事内容 

第 1回 令和 2年 

6 月 23 日（火） 

・令和 3年度地域公共交通確保維持改善事業費に係る生活交通確保 

 維持改善計画について（協議） 

・その他報告事項 

第 2回 令和 3年 

1 月 8 日（金） 

・令和 2 年度事業における地域公共交通下記保維持改善に関する自 

己評価について（協議） 

・路線変更について（協議） 

・その他報告事項 

地域公共交通会議 議事内容 

第 1回 令和 3年 

6 月 18 日（金） 

・令和 4年度地域公共交通確保維持改善事業費に係る生活交通確保 

 維持改善計画について（協議） 

・今井・前原線における迂回路線の廃止について（協議） 

・その他報告事項 

21．利用者等の意見の反映状況 

当市の地域公共交通会議には、利用者及び市民代表として町会長会連合会、老人クラブ

連合会、交通婦人会の各代表が参加している。また、利用者等の満足度向上のため、定期

的に利用者アンケートを実施している。 

 

①コミュニティバスに関するアンケート調査（H29.7～H29.8） 

 地域住民の移動実態を把握するため、よく利用する施設等とその移動手段についてアン

ケート調査を実施（53 件） 

 

②コミュニティバスに関するアンケート調査（H29.10.6） 

 犬山市老人クラブ連合会主催の「福祉事業部まつり」において、移動実態及び要望等を

把握するため、高齢者を対象としたアンケート調査を実施（53 件） 

 

③コミュニティバス再編に関するご意見・ご要望について 

 平成 30 年 12 月からの再編に関する市民を対象とした説明会（再編の考え方、途中経過

等）を実施した際、コミュニティバスの再編に関するご意見・ご要望を自由記述方式で

調査（25 件） 

 

④総合犬山中央病院バス停利用状況アンケート（H29.11.13～H29.11.15） 

 平成 30 年 12 月からの再編にあたり、総合犬山中央病院バス停の利用状況を把握するた

め、バス停で待っている利用者を対象にアンケート調査を実施（43 件） 

 

⑤コミュニティバス利用者アンケート調査（R1.7.1～R1.10.31） 

 全 8 路線のコミュニティバス利用者を対象に、平成 30 年 12 月からの再編に係るコミュ

ニティバス満足度を把握するとともに、年齢、利用頻度等の情報や要望の聞き取りを実

施（130 件） 

 

⑥コミュニティバス利用者アンケート調査（R3.1.21～） 

 全 8 路線のコミュニティバス利用者を対象に、コミュニティバス満足度を把握するとと

もに、年齢、利用頻度等の情報や要望の聞き取りを実施 
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22．協議会メンバーの構成員 

関係都道府県 
愛知県都市・交通局交通対策課担当課長、愛知県一宮建設事務所維持

管理課長 

関係市区町村 
犬山市市民部長、犬山市都市整備部土木管理課長、犬山市都市整備部

都市計画課長 

交通事業者・交通

施設管理者等 

あおい交通㈱代表者、岐阜乗合自動車㈱の代表者、愛知県タクシー協

会の代表者、公益社団法人愛知県バス協会の代表者、名古屋鉄道㈱犬

山幹事駅長、愛知県警察犬山警察署交通課長 

地方運輸局 国土交通省中部運輸局愛知運輸支局首席運輸企画専門官 

その他協議会が必

要と認める者 

中部大学教授、総合犬山中央病院地域医療連携室課長補佐、犬山市交

通婦人会の代表者、犬山市老人クラブ連合会の代表者、町会長会連合

会の代表者（市民代表）、バス事業者労働組合の代表者 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所）愛知県犬山市大字犬山字東畑 36 番地               

（所 属）犬山市市民部防災交通課               

（氏 名）加藤、齊木             

（電 話）0568-44-0347（直通）                  

（E-mail）010400@city.inuyama.lg.jp               
 

注意： 本様式はあくまで参考であり、補助要綱の要件を満たすものであれば、この様式によら

なくても差し支えありません。 

また、既存計画部分で生活交通確保維持改善計画の記載項目に合致する部分は、そこから

の転記や、該当部分を明確にした上での添付などにより活用いただいて差し支えありません。 

 

実際の計画作成に当たっては補助要綱等を踏まえて作成をお願いいたします。 

各記載項目について、地域公共交通網形成計画及び地域公共交通再編実施計画を作成し

ている場合には、当該計画から該当部分を転記したり、別添○○計画△節のとおり、等と

して引用したりすることも可能です。（ただし、上記２．・３．については、地域公共交通

網形成計画及び地域公共交通再編実施計画に定める目標、当該目標を達成するために行う

事業及びその実施主体に関する事項との整合性を図るようにして下さい。また、生活交通

確保維持改善計画全体として、協議会における協議が整った上で提出される必要がありま

す）。 

外客来訪促進計画を作成している場合には、当該計画から該当部分を転記したり、別添

○○計画△節のとおり、等として引用したりすることも可能です。 

    

※該当のない項目は削除せず、「該当なし」と記載して下さい。 



表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予定者（地域内フィーダー系統） ４年度

起点 経由地 終点 運行態様の別
基準ハで
該当する
要件

補助対象地域間幹
線系統等と接続の
確保

基準ホで該
当する要件
（別表７のみ）

（注）

１．区域運行及び乗用タクシーによる運行の場合は、運行系統の「経由地」に営業区域を記載することとし、「起点」、「終点」及び「系統キロ程」について記載を要しない。

２．「系統キロ程」については、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで記載すること。なお、循環系統の場合には、往又は復のどちらかの欄にキロ程を記載し、もう片方の欄に「循環」と記載すること。

３．「利便増進特例措置」については、地域公共交通利便増進計画の認定を受け、地域内フィーダー系統に係る特例措置の適用（別表９）を受けて補助対象となる場合のみ「○」を記載すること。

４．「運行態様の別」については、路線定期運行、路線不定期運行、区域運行、乗用タクシーによる運行の別を記載すること。

５．「補助対象地域間幹線系統等と接続の確保」については、地域内フィーダー系統が接続する補助対象地域間幹線系統又は地域間交通ネットワークとどのように接続を確保するかについて記載すること。

６．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名」「利便増進特例措置」について記載を要しない。

７．本表に記載する運行予定系統を示した地図及び運行ダイヤを添付すること。乗用タクシーによる運行の場合は、営業区域を示した地図を添付すること。

③
復13.8ｋｍ

1408.0回 路線定期 ②(２)
地域間交通ネット
ワーク　名鉄犬山駅と
の接続

つつ
じヶ丘
団地

楽田駅
東

総合犬
山中央
病院

往13.8ｋｍ
256日あおい交通株式会社 (5) 楽田東部線

③

犬山駅
西口

往12.4ｋｍ

復12.4ｋｍ

②(２)
復15.6ｋｍ

地域間交通ネット
ワーク　名鉄犬山駅と
の接続

あおい交通株式会社 (3) 今井・前原線 四ツ家
市民健
康館

犬山駅
東口

256日 1408.0回 路線定期

地域内フィーダー系統の基準適合
（別表７及び別表９）

往14.1ｋｍ

復14.1ｋｍ

往9.2ｋｍ

計画
運行
日数

計画
運行
回数

利
便
増
進
特
例
措
置

256日 1408.0回 路線定期 ②(２)
地域間交通ネット
ワーク　名鉄犬山駅と
の接続

256日 1408.0回 路線定期 ②(２)
地域間交通ネット
ワーク　名鉄犬山駅と
の接続

③

復12.1ｋｍ

市区町村名 運送予定者名
運行系統名
（申請番号）

系統
キロ程

あおい交通株式会社 (1) 栗栖・富岡線 栗栖北
犬山駅
東口

総合犬
山中央
病院

あおい交通株式会社 (2) 上野線 上野南
総合犬
山中央
病院 復9.2ｋｍ

往15.6ｋｍ

運行系統

善師野
台北

市民健
康館

犬山駅
東口

256日 1408.0回 路線定期 ②(２)

往11.9ｋｍ

犬山市

③

あおい交通株式会社 (6) 内田線
犬山駅
西口

城前広
場

犬山市
体育館

256日 1408.0回 路線定期 ②(２)
地域間交通ネット
ワーク　名鉄犬山駅と
の接続

③

地域間交通ネット
ワーク　名鉄犬山駅と
の接続

③

あおい交通株式会社 (4) 善師野・塔野地線



表５　地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

（単位：人）

　交通不便地域等の内訳

（１）記載要領

１．

２．

３．

４．

５．

６．

（２）添付書類
１． 「人口集中地区以外の地区」及び「交通不便地域等」の区分が分かる地図を添付すること。
（ただし、全域が交通不便地域等となる場合には省略可）

市区町村名 犬山市

人　口

人口集中地区以外 37,453

交通不便地域等 3,523

人　口 対象地区 根拠法

3,523 別紙のとおり 局長指定

　地域公共交通計画、地域公共交通利便増進実施計画、地域旅客運送サービス継続実施計画の策定年月日及び
特例適用開始年度

人口は最新の国勢調査結果を基に記載すること。ただし、地方運輸局長等が指定する
交通不便地域の場合は、申請する年度の前年度の３月末現在の住民基本台帳を基に
記載すること。

計画名 策定年月日 特例適用開始年度

「特例適用開始年度」の欄は、地域公共交通利便増進実施計画又は地域旅客運送
サービス継続実施計画を策定し、利便増進特例又は運送継続特例を適用する場合に
記載すること。

「人口集中地区以外」の欄は、国勢調査結果により設定された人口集中地区に該当し
ない地区の人口を記載すること。

「交通不便地域等」の欄は、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（以
下、「交付要綱」という。）の別表７（ハ②（１））に記載のある過疎地域の人口、交付要
綱別表７（ハ②（２）（実施要領の２．（１）⑪））に基づき地方運輸局長等が指定する交通
不便地域の人口及び交付要綱別表７リに基づき地方運輸局長等が認める地域の合計
（重複する場合を除く）を記載すること。

「対象地区」の欄には、当該市町村の一部が交付要綱別表７（ハ②（１））に掲げる法律
（根拠法）に基づき地域指定されている場合に、根拠法ごとに当該区域の旧市町村名
等を記載すること。また、地方運輸局長等が指定する交通不便地域等が存在する場
合には、該当する区域名を記載すること。

「根拠法」の欄は、交通不便地域を地方運輸局長等が指定した場合は、「局長指定」と
記載すること。また、乗用タクシー以外での輸送が著しく困難であるものとして地方運
輸局長等が認めた場合は、「局長指定（乗用）」と記載すること。



表６　車両の取得計画の概要（車両減価償却費等補助）（地域内フィーダー系統）

イ ロ ハ

あおい交通株式会社 1 （　） 栗栖・富岡線 小型車両 非標準仕様 13 平成30年11月 一括

あおい交通株式会社 2 （　） 楽田東部線 小型車両 非標準仕様 13 平成30年11月 一括

あおい交通株式会社 3 （　） 内田線 小型車両 非標準仕様 13 平成30年11月 一括

（　）

（　）

（注）

４．「利便増進特例措置」又は「運送継続特例措置」については、地域公共交通利便増進計画又は地域旅客運送サービス継続実施計画の認定を受け、地域内フィーダー系統に係る特例措置の適
用（別表９又は別表１０）を受けた補助対象系統の運行の用に供する場合のみ「○」を記載すること。

５．「購入等の種別」については、一括、割賦又はリースの別を記載すること。

市区町村名 バス事業者等名

申
請
番
号

運行の用に供する
補助対象系統名
（申請番号）

乗車
定員

購入年月

利便
増進
特例
措置

購入等の種別

犬山市

運送
継続
特例
措置

補助対象車両の種別

１．「補助対象車両の種別」については、イ欄にノンステップ型、ワンステップ型又は小型車両の別を、ロ欄にスロープ付き又はリフト付きの別を、ハ欄に標準仕様（ノンステップバス認定要領（平成２
２年６月４日付け国自技第４９号又は平成２７年７月２日付け国自技第７５号）に基づく認定を受けたもの）又は非標準仕様の別を記載すること。

２．「乗車定員」については、座席数（運転席を含む）に立席数を加えた数を記載すること。なお、立席は座席を除いた面積を１人あたりの専有面積0.14平方メートルで除した数とする（道路運送車両
保安基準第24条、第53条）。

３．「購入年月」については、初年度の場合は購入予定年月を記載すること。


